
●事業主行動計画策定指針に即して適切な一般事業主行動計画を策定
し、策定した一般事業主行動計画に基づく取組を実施し、当該行動
計画に定めた目標を達成したこと。

●男女雇用機会均等推進者、職業家庭両立推進者を選任し、その選任
状況を「女性の活躍推進企業データベース」に毎年公表しているこ
と。

●「女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準」の
５つの項目全てを満たし、その実績を「女性の活躍推進企業データ
ベース」に毎年公表していること。

●女性活躍推進法に基づく情報公表項目（社内制度の概要を除く。）
のうち、８項目以上を毎年「女性の活躍推進企業データベース」に
公表していること。
●【令和８年１０月１日～】求職者等に対するセクシュアルハラ
スメント防止措置の内容を「女性の活躍推進企業データベース」
に毎年公表していること。

令和８年１０月１日施行
プラチナえるぼし認定基準が変わります！
～「求職者等に対するセクシュアルハラスメント対策」の公表が認定要件に追加～

＜プラチナえるぼし認定の主な基準＞

＜具体的には・・・＞
求職者等セクハラを行ってはならない旨の方針の明確化し、
労働者に周知・啓発することイ

指針
４
（１）

求職者等セクハラを行った者については厳正に対処する旨の方針
と対処の内容ロ

①労働者へ周知・啓発すること
求職活動等に関するルールを
あらかじめ明確化し、ハ

②求職者等へ周知・啓発すること

相談窓口をあらかじめ定め、求職者等に周知することイ指針
４
（２） 相談窓口担当者が適切に対応できるようにすることロ

＜対象となる事業主と公表期限＞

・令和８年１０月１日より前にプラチナえるぼし認定を受けている事業主
令和８年１０月１日から概ね３か月以内に公表

・令和８年１０月１日以後にプラチナえるぼし認定の受ける事業主
認定を受けた日から概ね３か月以内に公表

この公表を２年連続で行わない場合、認定取消しの対象となります。

周知等を行っている
のリンクを掲載す

る等、実際に講じて
いる措置の具体的な
内容を公表。

措置を行っている事
実のみを公表するこ
とで足りる。

新設

えるぼし・プラチナえるぼし
認定について

改正女活法の施行について

措置を行っている事
実のみを公表するこ
とで足りる。



＜女性の活躍推進企業データベース入力イメージ（例）＞

お問合せ先

法制度に関するお問い合わせ
京都労働局雇用環境・均等室（ ）
受付時間：平日 ： ～ ：
女性の活躍推進企業データベースの操作方法に関するお問い合わせ
女性の活躍・両立支援総合サイト事務局（ ）
受付時間：平日 ： ～ ：
※電話がつながらない場合はお問合せフォームもご利用ください。

指針４
（１）イ

指針４
（１）ロ

指針４
（１）ハ①

指針４
（１）ハ②

指針４
（２）イ

指針４
（２）ロ

※プラチナえるぼし認定・プラチナえるぼしプラス認定企業でない場合、
上記の入力は任意です。

女性の活躍推進企業
データベースはこちら


